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Burgeoning of Special U.S.-Japan Relations with Nuclear Energy




 This paper sheds light on the process and reasons behind Harry S. Truman’s suggestion for the Far 
Eastern Commission (FEC) to permit basic research and academic instruction of nuclear physics in Japan 
in 1946 and acceptance the FEC’s decision that prohibited any research in 1947. This paper argues that 
Truman administration planned to relax the restrictions from the various perspectives, such as the 
international negotiation for controlling nuclear energy at the United Nations and the policy in occupied 
Germany. After facing oppositions in FEC, however, Truman dropped his suggestion and sought for just 
the multilateral decision by the FEC to share responsibility of its restriction. 
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　本研究は、以上の経緯において次の 2 つの問題の解明を目指す。第 1 に、そもそもなぜトルーマ









 1）	アメリカによる事実上の単独占領となった日本では、USAFPAC と SCAP の 2 つの総司令部（General	Head	Quarters:	GHQ）が制
度上は並立した。GHQ/USAFPAC は太平洋に配置された米陸軍に対して権限を保持しており、GHQ/SCAP は占領下日本の統治
に権限を保持していた。そして、USAFPAC 所属の第 8 陸軍師団が GHQ/SCAP による占領政策の遂行を監視するという建前であ
った。ただ実際には、この 2 つの GHQ は組織的にも人的にも重複することが多分にあった。Eiji	Takemae,	Robert	Ricketts,	and	
Sebastian	Swann,	Inside GHQ : The Allied Occupation of Japan and Its Legacy	（New	York:	Continuum,	2002）,	pp.xxvii	and	37.；竹前栄治
『占領戦後史』岩波書店、2002年、17頁。




られていた。命令系統としては、FEC が決定した政策をアメリカ政府が GHQ/SCAP に伝達し、GHQ/SCAP が終戦連絡中央事務
局を通して日本政府に指令を伝達するというものであった。George	Hubbard	Blakeslee,	The Far Eastern Commission a Study in 
International Cooperation: 1945 to 1952,	Dept.	Of	State	Publication,	Far	Eastern	Series	60	（Washington	D.C.:	Department	of	State,	1953）,	
p. 15.；竹前、前掲書、49-52頁。
 4）	 Note	by	the	Secretary	General,	“Japanese	Research	in	Technological	Subjects,”	August	9,	1946.	Records of the Far Eastern Commission,マ
イクロフィッシュNo.	FEC（A）-0145; 国立国会図書館憲政資料室、永田町：東京【以下、Records of the Far Eastern Commission】。
 5）	 From	Secretary,	General	Nelson	T.	Johnson	to	Secretary	of	State,	George	C.	Marshall,	“Policy	No. 27:	Japanese	Research	and	Activity	in	the	
























ン政権はいかに日本の原子力規制・緩和問題を捉えて FEC に提案し、提案を否決した FEC の決定を
受諾するという一連の決定をおこなったのだろうか。そこで本稿はまず次節においてトルーマン政
権による初期の占領政策と対日原子力政策を概観し、第 2 節においてなぜトルーマン政権は研究規








は、終戦後に直接軍政から間接統治などの修正を経て、1945年 8 月31日に SWNCC150/4として決定







（2010年 5 月）、362-364頁、第65巻第 6 号（2010年 6 月）、449-451頁、第65巻 7 号（2010年 7 月）、567-569頁。
10）	 Bowen	C.	Dees,	The Allied Occupation and Japan’s Economic Miracle : Building the Foundations of Japanese Science and Technology 1945-
52	（Surrey:	Japan	Library,	1997）,	Chapter	5.；市川浩「GHQ 科学技術課の政策と活動について」『大阪市大論集』第54巻（1987年 9
月）、1-22頁。






























































マン政権は、日本における原子力研究を規制した。それが 9 月22日の総司令部指令第 3 号（SCAP	
Directive	No. 3）の公示であった。この指令は 8 項 a 及び b において、全ての研究所に1940年からの












































































の GHQ/SCAP において大いに問題視された。これは WX88780の履行確保には日本人科学者の協力
が必要不可欠だったからである。というのは、WX88780が日本側に公示されていないことが問題で
あった。日本側にとってみれば1945年 9 月22日の指令第 3 号で放射性物質の大量分離のみが禁止さ
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28）	 From	JCS	to	USAFPAC,	“WX88780,”	December	15,	1945.	Nuclear Corre. File.	Box	no. 1.
29）	たとえば小沼・高田、前掲論文31巻、140頁。
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　ただし、GHQ/SCAP の主たる関心はむしろ指令第 3 号と後の 2 つの指令内容との不一致の解消に
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として認識されていた。実際、対日占領政策への悪影響は1946年 2 月26日にワシントン DC の旧日
本大使館において初会合を迎えた FEC において現れていた。
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と徐々に移行していた。それを体現したのが、SWNCC において 2 月18日に作成された、1945年 9







　この SCAPIN984について、極東小委員会が JCS および GHQ/SCAP などにコメントを求めたとこ
ろ、1946年 4 月 6 日、GHQ/SCAP は SCAPIN984と WX88780との関連について疑義を唱えた。公示
されている指令第 3 号を上述のような SCAPIN984で修正した場合、非公表の WX88780に抵触する
のではないか、すなわち、許可される研究や教育に核物理学分野を含めてよいのかという問題を提
起したのであった。
　この GHQ/SCAP からの問い合わせはしばらく放置され、ようやく 5 月 2 日に SWNCC は当該問題
については FEC の決定を待つことを決定した
45）
。そして 5 月25日、指令第 3 号にある放射性物質の
大量分離の規定を例外として SCAPIN984は公示され、日本の科学研究は再生の一歩を歩み出した。








　この SWNCC52/20にコメントを求められた GHQ/SCAP では、ヘンリー・フォン・コルニッツ
（Henry	von	Kolnitz）中佐による、科学者としての立場からも占領軍としての立場からもエクセレン
トであるとのコメントが、そのまま GHQ/SCAP の返電として 7 月 9 日に JCS へ送付された
47）
。そし





承認し、1946年 8 月 9 日にアメリカ政府代表団によって FEC へ提出された。しかしそこに待ち受け
ていたのは、トルーマン政権にとって想定外の反応であった。
43）	 SCAPIN とは SCAP	Instruction の略であり、1946年 1 月28日から使用が開始され、前年に遡って番号が付与された。大蔵省財政室
（編）『昭和財政史　終戦から講和まで』第 3 巻アメリカの対日占領政策、東洋経済新報社、1976年、136頁。
44）	外務省政務局特別史料課、前掲書、87-89頁。
45）	 From	JCS	to	GHQ/SCAP,	W88233,	May	17,	1946.	Nuclear Physics Corre.File,	Box	no. 1.
46）	 From	JCS	to	GHQ/SCAP,	W93578,	July	7,	1946.	Subject Correspondence File,	Box	no. 3.
47）	 Memo	for	Record,	July	9,	1946.	Subject Correspondence File,	Box	no.3;	From	GHQ/SCAP	to	JCS,	C-63073,	July	16,	1946.	Nuclear Physics 
Corre. File,	Box	no. 1.







に、 8 月一杯は放置されていた。 9 月 4 日の時点でも多くの代表団が自国政府の訓令を入手できて
いなかったが、ようやく本格的な議論が開始された。
　たとえばオーストラリア政府代表団の一員ジェームズ・プリムソル（James	Plimsoll）は、 9 月 4










か、その真意を訝しかった。こうした戸惑いは FEC12に由来していた。1946年 3 月に日本における
















　アメリカ政府代表団は翌日の 9 月10日の第29回 SC において、FEC024/1が名国に受け入れられな
49）	“Transcript	of	Twenty-Eighth	Meeting	of	the	Steering	Committee	on	September	4,	1946,”	Records of the Far Eastern Commission、マイク
ロフィッシュNo.	FEC（B）-0129。
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51）	 Henry	De	Wolf	Smyth,	Atomic Energy for Military Purposes: The Official Report on the Development of the Atomic Bomb under the Auspices 
of the United States Government, 1940-1945	（Princeton:	Princeton	University	Press,	1945）.








　こうして SWNCC の極東小委員会で再検討がなされた結果完成されたのが SWNCC52/23である。






























52）	“Transcript	of	Twenty-Ninth	Meeting	of	the	Steering	Committee	on	September	10,	1946,”	Records of the Far Eastern Commission、マイク
ロフィッシュNo.	FEC（B）-0129&0130.





17,	1946.	Records of the Far Eastern Commission, マイクロフィッシュNo.	FEC（B）-1377.
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　こうして決定された FEC024/7は JCS によって 2 月 6 日に GHQ/SCAP に伝えられた。ただ、これ





　以上、本稿はトルーマン政権がなぜ1946年 8 月 9 日に、基礎的な核物理学分野の研究と教育を許





58）	“Transcript	of	Forty-Sixth	Meeting	of	the	Steering	Committee	on	January	7,	1946,”	Records of the Far Eastern Commission,	マイクロフィ
ッシュNo.	FEC（B）0141-0142.
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判がトルーマン政権の原子力研究規制を緩和路線へと修正させ、対日関係の維持を主目的にサイク
ロトロン破壊への補償・埋め合わせ的な意味合いで、1945年12月15日の関係者の拘束の解除と、研
究施設のへの自由な立ち入りを認めた WX88780へと至り、この緩和路線の延長線上に、1946年 8 月



















FEC の最重要問題であった新憲法の公布・施行を前に不必要な対立を FEC に持ち込みたくないとの
トルーマン政権の配慮の結果であったとも言える。つまり1945年から47年 1 月における日本の原子
力規制と緩和のトルーマン政権による一連の決定は、サイクロトロンの破壊に対する日本と科学者
への補償・埋め合わせのみではなく、トルーマン政権が抱えていた国内外の様々な要因を考慮した
結果であったと言える。
　結局、トルーマン政権は当初の思惑と異なり、核物理学分野の研究におけるドイツと日本への対
応の不整合さを解消することに失敗した。ここに原子力・核問題をめぐる日米両国の特殊な関係性
の萌芽の一端を見い出すことができるだろう。
